
法律の行間を読む力が求められる
化学物質規制への対応

　 法律文だけではわからない規制の
　 実態
　現在、日本はもちろん、各国で工業製品に対
して化学物質を規制する法律がつくられてい
ます。製品を流通させ、販売するには、それぞ
れの国の規制に適合させなければなりませ
ん。私がMTEPで受ける相談は、「この製品が
目的の国で販売できるかどうかを知りたい」
というものがほとんどです。
　規制の内容だけを見れば欧米もアジアも
あまり変わりません。しかし、規制は国や地
域によって考え方や運用の仕方が少しずつ
異なっています。そのような違いは、法律文
として直接書かれていないことがほとんど
です。化学物質規制に対応していくために
は、法律に書かれていない行間を読み解く力
が求められます。

　 行間を読むのに慣れていない
　 日本人
　日本の企業は、法律に書かれてあることは
しっかりと守りますが、行間を読むことには慣
れていません。そのため、法律に書かれていな
いことにはどう対応して良いかわからなくな
ることがあります。製品を輸出したい国が複数

ある場合、それぞれの国へ個別に対応しなけれ
ばならないと思ってしまいがちです。実際、そ
れぞれの国の基準をクリアしないと製品を販
売することはできませんが、法律に書いてある
かどうかだけを基準に対策を取ると、大切なこ
とを見落としてしまう可能性もあります。

　 化学物質規制の本質がわかる
　 二つの文書
　それぞれの国の化学物質規制の行間を知
るにはどうしたら良いでしょうか。まずは、
その国の文化や歴史的な背景を知ることで
す。そして、1992年のリオ・デ・ジャネイロ・
サミットで取りまとめられた「アジェンダ
21」と2002年のヨハネスブルグ・サミット
で採択された「ヨハネスブルグ実施計画」を
学ぶことが有効です。
　この二つの文書は、世界各国の化学物質規
制のもとになっているので、国を越えた化学
物質規制の本質をつかむことができます。こ
の二つの文書を学ぶことで、法律がいわんと
していることがわかってきますし、法律が改
正されてもそれほど困らなくなります。これは
一見、遠回りに見えるかもしれませんが、長い
スパンで考えれば、一番効率的だと思います。

松浦 徹也 専門相談員
まつ      うら　　 てつ      や

プロフィール
日本電子（株）を経て、現在、松浦技術士
事務所を開設し、（一社）産業環境管理協
会、（一社）首都圏産業活性化協会、（一
社）東京環境経営研究所を母体として中
小企業の経営課題の解決支援を行って
いる。 
海外化学物質規制法（RoHS・REACH・
CEマーキング等）の対応支援や国内中
小企業施策の活用支援を専門としてい
る。

火曜日担当
専門：RoHS、REACH

中小企業の海外展開を強力にバックアップする「広域首都圏輸出製品技術支援 センター（MTEP）」。
ここでは、MTEPの専門相談員がよくある質問やサポート内容、海外展開のコツをご紹介します。

    輸出製品技術支援センター＜本部＞ TEL 03-5530-2126お問い合わせ

世界に勝つものづくりのコツ
MTEP 専門相談員紹介

第10回

  ………………………………………………………………………………………
　ビジネスの世界では、コンプライアンスという言葉が日常的に聞かれるようになりました。日本の
場合は「法令遵守」と訳されていることが多く、法令を守ることのみに焦点が当てられています。法令
遵守は大切なことですが、これは企業が果たす責任の必要最小限のものです。大切なお客さまの健康
や地球環境を守ることはお客さまの要望でもあります。それを実現するためにどうしたら良いか
を考えて行動することが、結果としてコンプライアンスを実現し、企業価値を高めることにも
なると思います。

【中小企業の皆さまへ】

　    事例紹介
　最終製品をつくるセットメーカーは大手企業が多いですが、そこに部品を供給する部品加工メーカーの大半は中小企業です。部品加工
メーカーは、化学物質規制に直接対応することは求められませんが、セットメーカーを通じて有害物質を混入していないという証拠や根拠
を求められます。
　私が受けた相談の中に、有害物質が含有していないことを確認していないドライバーで製品を組み立てると、製品に有害物質が付着する
ことが想定されるので、有害物質が混入していないことを証明するよう求められたケースがありました。その際は、一般常識としてドライ
バーから有害物質が混入するリスクはないと記した書面を私が書いて、相談者がセットメーカーの担当者にその書面を見せて納得しても
らったということがありました。万が一ではなく、万万が一の対応をしている事例です。
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室温から体温への温度上昇に応答したコラーゲンのゲル化挙動
図中の破線は温度変化を、矢印は温度変化を与えたタイミングを示す

枠内の数値は、コラーゲン架橋剤の濃度を示す

　バイオ応用技術グループでは、医療機器産業を支援するため、細胞培養施設・細胞観察装置を整備し、運
用しています。特に、次世代医療である再生医工学技術は、細胞を利用する場合が多く、同時に細胞接着性
の足場（平面型・包埋型）となるバイオマテリアルが多用されます。このような目的のバイオマテリアルに
は、細胞に適した硬さや軟らかさ、あるいは細胞を包埋・回収するためのゾルゲル転移が求められます。 
そこで今回は、バイオマテリアルの力学特性を評価する「動的粘弾性測定装置」についてご紹介します。

動的粘弾性測定装置動的粘弾性測定装置
バイオ応用技術グループ

原理と強み

活用事例

　材料の力学特性を評価する方法として、破壊的方法（引

張、圧縮、曲げなど）が広く用いられています。これに対し、

動的粘弾性測定とは、材料に対して弾性領域（荷重を解放

すると材料が完全に元に戻る領域）のせん断ひずみを微小

振動として与え、その応答性から材料の弾性および粘性を

評価するものです。温度、ひずみ、振動数（せん断速度）など

のパラメーターを自在に制御し、加工条件や実用条件を模

倣した物性を取得できる点が動的粘弾性測定の強みです。

◆ゼラチンの温度応答性ゾルゲル転移
　ゼラチンは冷やすと固まり、温めると融解します。この

挙動の温度応答性を、ペルチェコントローラーを内蔵した

動的粘弾性測定により正確に把握することができます。

参考文献：Ohyabu et al. J Biosci Bioeng 2014;118:112-5.

◆体内注入ゲルのゲル化速度
　体温に応答してゲル化する水溶液の特性評価のため、

室温での流動性と37℃加温後の速やかなゲル化（弾性率

の増加）を追跡します。

参考文献：Yunoki et al. Int J Biomater 2014;article ID 620765

◆普及型の回転粘度計との比較
　エマルションやポリマー溶液の粘度には、せん断速度

依存性があります。広いせん断速度範囲（すなわち加工速

度範囲）で粘度変化を観察でき、普及型の回転粘度計では

難しい加工性の解釈に役立ちます。

◆その他の用途
①紫外線硬化反応
②熱硬化性反応
③回転粘度測定（JIS K7117-2相当）

仕様

装置の全体像（上）とセンサー部（下）
溶液を下部センサーに設置し（①）、上部センサーで挟みこんで（②）

微小振動を加える

① ②

●センサーサイズ：　Φ8mm, 20mm, 35mm, 60mm　
　　　　　　　　　 （測定温度によって選択に制約あり）
●温　度：　－100℃～＋300℃より広域
●紫外線：　石英プレートの下部より照射

利用料金例
●機器利用：　4,480円／時間
●オーダーメード開発支援：　2,880円／時間
　　　　　　　　　　　　　 （中小企業の場合は半額）
※料金の詳細はお問い合わせください。

   バイオ応用技術グループ＜本部＞ TEL 03-5530-2671お問い合わせ
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